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             まえがき 

 

 組織プラスミノゲン・アクチベータ(rt-PA)が 2005年 10月に急性期脳梗塞に

適応拡大され、欧米に 10 年遅れてようやく我が国にも本格的な Brain Attack

時代が到来した。年々rt-PA治療対象例数は増加しつつあるが、まだ不十分であ

り、医療人および患者、国民への啓蒙が必要である。さらに超急性期脳卒中医

療を支えるためには全国的なシステム構築が必要である。したがって、現在、

日本脳卒中協会が法制化を目指して活動している、「脳卒中対策基本法」成立が

極めて重要である。そのためには日本における急性期脳卒中の現状分析が出来

る脳卒中データバンクを基本とした全国的な簡易 Web 型脳卒中登録システム開

発が必須である。また、生活習慣病として同様の危険因子を持つ心筋梗塞も発

症頻度は脳卒中の 3 分の 1 であるが国民の死亡原因ではがんに次いで第 2 位と

脳卒中を上回っており、全国的な登録研究、対応が迫られている。本研究は心・

脳血管疾患拠点病院設置の条件となる医療計画策定に役立つ心・脳卒中データ

ベースを作成し、基礎的調査を行うことにある。すでに脳卒中データバンクは

日本脳卒中協会で運用され全国 150 施設以上で使用されている。したがってす

でに標準化はほぼ出来上がっている。今年度の事業で rt-PA 治療情報登録項目

の追加を行って今後継続的に調査可能なシステムとした。また、救急隊と連携

した Pre-Hospital Scaleのデータベース化の実験も行い、診療情報のフィード

バックが救急隊のレベルアップに重要なことを明らかにした。これにより医療

計画に必要な発症から医療機関への搬送時間や、医療機関における提供医療、

退院に至るまでのデータを広く日本国内の医療機関や救急隊等と連携して収集、

分析する研究が可能になるものと思われる。一方、心筋梗塞については未だ標

準化に至っておらず全国標準データベース作成が急務である。これらのデータ

が継続的に登録できることは心・脳血管疾患拠点病院を認定する場合に最も重

要な条件であり、従来得られなかった詳細なデータ解析から医療費の効率的投

入が可能となる。この中に医療計画策定に役立つ情報を組み込んで、救急隊と

の情報交換、地域連携パス、回復期リハビリテーションとの連携がスムーズに

行く機能を追加してより実践的データベースを構築していきたいと考えている。 

 

                         小林 祥泰 
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専攻科目 

④所属研究機関

及び現在の専門   

（研究実施場所） 
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II. 平成 20年度研究申請書 

研究の要約 
特に当該研究計画と厚生労働行政との関連性に焦点を当てて、２００字以内で記入すること。 

脳梗塞に t-PAが認可され、心筋梗塞と同様に超急性期医療が重要となったが初期治療効

果を上げて医療費を削減するためには心・脳血管疾患拠点病院化が必要である。また、

そのためにはデータベースが必須である。我々は 2002年に脳卒中データバンクを立ち上

げ登録を行っているが、心筋梗塞はまだ標準化に至っていない。本研究は医療計画策定

に役立つ心・脳卒中データバンク構築に向けて標準化および実践化を図るものである。 

 

研究の概要 

(1)「９．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点」から「１２．倫理面への配慮」までの要旨を１，０００字以内で簡潔

に記入すること。 

(2) 複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるように記入すること。 

(3) 研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。 

[目的]本研究は心・脳血管疾患拠点病院設置の条件となる医療計画策定に役立つ心・脳卒中

データベースを作成し、基礎的調査を行うことにある。すでに脳卒中データバンクは日本脳

卒中協会で運用され全国 150 施設以上で使用されている。したがってすでに標準化はほぼ出

来上がっており、これをより実践的で使いやすいものに改訂し、医療計画に必要な発症から

医療機関への搬送時間や、医療機関における提供医療、退院に至るまでのデータを広く日本

国内の医療機関や救急隊等と連携して収集、分析する研究を行うものである。一方、心筋梗

塞については未だ標準化に至っておらず全国標準データベース作成が急務である。[必要性]

これらのデータが継続的に登録できることは心・脳血管疾患拠点病院を認定する場合に最も

重要な条件であり、従来得られなかった詳細なデータ解析から医療費の効率的投入が可能と

なる。[特色]三大成人病の中で脳卒中のように標準化され、全国に普及している疾患データ

ベースは他になく独創的である。この中に医療計画策定に役立つ情報を組み込んで、救急隊

との情報交換、地域連携パス、回復期リハビリテーションとの連携がスムーズに行く機能を

追加してより実践的データベースを目指す。さらにこのノウハウを活かして同じ循環器疾患

である心筋梗塞の標準データベースを作成するのが特色である。[期待される成果]急性期治

療実態調査を行い、治療効率を上げる方策を具体的に検討することが可能となる。救急隊と

の連携情報を組み込むことにより pre-hospital care の充実に役立てることが出来る。そし

て従来は得られなかった病院ベースの詳細な情報が心・脳血管疾患拠点病院の条件とするこ

とにより年間数万例単位で集積され心・脳血管疾患の診療動向の的確な把握、ガイドライン

検証、短期間での市販後調査等が可能となる。この情報は拠点病院のレベルアップに貢献す

ると共に国民に的確な情報提供を行うことが出来、早期受診を促進することでさらに治療効

果を改善させ、リハビリテーションの効果も改善させることも期待できる。また、これと DPC

情報をリンクして保険点数への適切な反映を行うことも可能である。 

[倫理面での配慮]本データベースは病院のデータベースとして開発した stand alone 形式で

あり、データ提出時には自動的に個人情報が消去され暗号化されて送付されるので個人情報

流出は起こらない。 



（流れ図） 

 
 



研究の目的、必要性及び特色・独創的な点 

(1) 研究の目的、必要性及び特色・独創的な点については、適宜文献を引用しつつ、１，０００字以内で具体的かつ

明確に記入すること。 

(2) 当該研究計画に関して現在までに行った研究等、研究の最終的な目標を達成するのに必要な他の研究計画と、当

該研究計画の関係を明確にすること。 

(3) 研究期間内に何をどこまで明らかにするかを明確にすること。 

(4) 当該研究の特色・独創的な点については、国内・国外の他の研究でどこまで明らかになっており、どのような部

分が残されているのかを踏まえ記入すること。 

[目的]本研究は心・脳血管疾患拠点病院設置の条件となる、医療計画策定に役立つ心・

脳卒中データベースを作成し、基礎的調査を行うことにある。脳卒中データベースは

1999年-2002年の厚生科研費で研究班を構築し完成した。2002年以降は日本脳卒中協会

脳卒中データバンク部門（脳卒中データバンクホームページ参照）で運用され、現在全

国 150施設以上で使用されている（脳卒中データバンク 2002、2005、中山書店）。した

がってすでに標準化はほぼ出来上がっており、これをより実践的で使いやすいものに改

訂し、医療計画に必要な発症から医療機関への搬送時間（pre-hospital care data）や、

医療機関における提供医療、退院後のリハビリテーションに至るまでのデータを広く日

本国内の医療機関や救急隊等と連携して収集、分析する研究を行うものである。最終的

には本データベースを行政と学会等が共同利用できる公共的な位置づけにして情報公

開、臨床研究のみならず、医療計画策定や適正な費用対効果を保険診療に反映させるた

めの継続的なエビデンス作成ツールとして用いるのが目標である。同時に、未だ標準化

が困難な心筋梗塞データベースの標準化を行い脳卒中データベースで蓄積されたノウハ

ウを活用して全国標準データベースを作成することにある。 

[必要性]これらのデータが継続的に登録できることは、がん診療拠点病院の条件と同様

に、脳卒中診療拠点病院を認定する場合に最も重要な条件であり、従来得られなかった

詳細なデータ解析から医療費や医師の効率的投入が可能となると同時に、病院の診療レ

ベルの担保が出来、病院の脳卒中に関する情報提供、継続認定の審査も容易となる。 

[特色]三大成人病の中で脳卒中データベースのように標準化され、かつ全国に普及して

いる疾患データベースは他になく独創的である。このノウハウを心筋梗塞データベース

作成に活用する点も特色である。データベースの中に医療計画策定に役立つ情報を組み

込んで、急性期治療のみならず、救急隊との情報交換、地域連携パス、回復期リハビリ

テーションとの連携がスムーズに行く機能や DPCとの連携機能などを追加してさらに実

践的なデータベースにしていくことが特色である。 

 

期待される成果 

期待される成果については、厚生労働行政の課題との関連性を中心に４００字以内で記入すること。 

当該研究によって直接得られる研究成果だけではなく、間接的に期待される社会的成果（行政及び社会への貢献、国

民の保健・医療・福祉の向上等）ついても記入すること。 



急性期心・脳卒中の治療実態調査を行うことにより、積極的治療率を上げる方策を具体

的に検討することが可能となる。救急隊との連携情報を組み込むことにより

pre-hospital care の充実に役立てることが出来る。そして従来は得られなかった病院

ベースの詳細な情報が心・脳血管疾患診療拠点病院の条件とすることにより年間数万例

単位で集積され心・脳血管疾患の診療動向の的確な把握、ガイドライン検証、短期間で

の市販後調査等が可能となる。この情報は拠点病院のレベルアップに貢献すると共に国

民に的確な情報提供を行うことが出来、早期受診を促進することでさらに治療効果を改

善させ、リハビリ病院との連携強化でリハビリテーションの効果も改善させることも期

待できる。また、DPC 情報をリンクすることにより心・脳血管疾患診療に関してエビデ

ンスに基づいた保険点数への適切な反映を行うことも可能となる。 

研究計画・方法 
 

(1) 研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法を１，６００字以内で記入すること。 

(2) 研究計画を遂行するための研究体制について、研究代表者、研究分担者及び研究協力者の具体的な役割を明確に

すること。 

(3) 本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究環境の状況を踏ま

えて記入すること 

(4) 複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係が分かるように記入すること。 

平成 20年度研究計画 

１）超急性期脳梗塞治療実態調査（担当：鈴木明文、棚橋紀夫、中川原譲二） 

現在までに t-PAは 8000例以上に投与され市販後調査も終了した。しかし、投与できなかった症

例の実態は把握されていない。脳卒中データバンクを用いて JSSRSグループの有志で、超急性期

脳梗塞における t-PA投与例と投与できなかった例の背景及び予後を検討する。t-PA投与チエッ

クリストや早期 CT徴候等を脳卒中データベースに項目追加して実施する。超急性期脳梗塞で

t-PA投与対象は 10％程度なので十分な解析対象を得るには継続して 3年程度が必要である。 

２）救急隊による脳卒中病院前救護の有用性評価 

米国では「Cincinnati pre-hospital scale」などを活用し Brain Attackとして脳卒中救急を行

っている。日本でも「倉敷病院前脳卒中スケール」や島根大学医学部附属病院で作成し救急隊と

共同研究を行っている「出雲病院前脳卒中スケール」がある。これを活用することで t-PA対象

候補の搬送時間が短縮したという結果も得ている。そこで病院前脳卒中スケールを脳卒中データ

ベースに組み込み、一般市民や救急隊、医師会への啓蒙活動等がどのような効果を上げているか

を検証する。これも参加施設を段階的に増やして 3年間継続する。（担当：峰松一夫、山口修平。

日本脳卒中協会と連携） 

３）急性心筋梗塞搬送データベースの構築研究（担当：横山広行、高山守正、安本 均） 

代表的循環器専門施設において、急性心筋梗塞の発症から医療機関への搬送時間、各施設におけ

る超急性期治療内容としての再灌流療法、施設要因、地域特性、院内アウトカムの情報収集に必

要な内容を集めて標準化を行いデータベース項目、基本設計等を行う。 

平成 21年度計画（上記の継続に追加分） 

１）脳卒中連携パスの検証への応用 

平成 20年度から脳卒中連携パスが保険適応になるので、急性期から回復期が連携している中村

記念病院（担当：中川原譲二）、連携パスの先進地域である熊本市民病院（担当：橋本洋一郎）

などで脳卒中データベースと現在リハビリテーション学会で開発中の脳卒中リハビリテーショ

ンデータベースをリンクさせ解析できるシステムを構築する。これにより回復期における連携パ

スの有用性の検証が可能となる。リハビリテーション学会との共同研究を予定。 

２）急性期心筋梗塞データベース作成およびデータ収集 



急性心筋梗塞搬送データベースを基に脳卒中データベースのような病院データベースとして役

立つ機能も取り込み普及可能なものに仕上げていく研究を実際にデータ収集しながら行う。 

３）電子カルテ上の記載と脳卒中データベースの連携システム開発（担当：大櫛陽一、山口修平） 

電子カルテの普及に伴って患者の病歴情報、時間情報や検査、治療情報が電子化されているが、

電子カルテにチエックリストを組み込みデータベースに取り込むことが出来れば入力の大幅な

省力化と入力漏れの削減、精度向上につながる。電子カルテ共通のシステムを開発する必要があ

り、平成 20年度からハード整備等準備を開始。これを心筋梗塞データベースにも応用する（脳

卒中データベース担当のサンフュージョンズ、電子カルテ担当東芝住電医療情報システムズと共

同開発）。 

４）DPCデータと心・脳卒中データベースのリンクシステム開発（担当：大櫛陽一、山口修平） 

脳卒中データベースに DPC情報がリンクできると詳細な病型別、重症度別に費用対効果を推測す

ることが可能となり、将来的に DPCの適切な入院日数・コスト設定に貢献する可能性がある。こ

の成果を心筋梗塞データベースにも応用する 

平成 22年度計画 

上記計画を継続して実施し、すべてのシステム開発を完了し、実際のデータ収集と共に解析を行

って上記目的を達成する。研究遂行のために多くの業務量が発生するため、3年間各施設に１名

のパート職員を雇用する。 

１２．倫理面への配慮 

研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益・危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コンセント）への対

応状況、及び実験動物に対する動物愛護上の配慮等を記入すること。  

脳卒中データベースは調査を主目的とした Web方式と異なり、病院独自のデータベース

として使えるように開発した stand alone形式であり、データを提出する際には自動的

に個人情報が消去されたファイルが暗号化されて送付される。したがって Web形式のよ

うにハッカーによる個人情報流出は原則として起こらない。この方式で登録だけを行う

研究についてはすでに島根医科大学倫理委員会で承認を得ている。ただし、病院内デー

タベースには個人情報が含まれるので電子カルテと同様のセキュリティーが必要であ

る。また、特別に退院後の追跡調査を行う際には退院前に研究目的を説明して同意書を

とる必要がある。この場合は別途倫理委員会に審査を要請する。 
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申請者の研究歴： 
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研究課題、これまでの研究実績（論文の本数、受賞数、特許の取得数、研究課題の実施
を通じた政策提言数（寄与した指針又はガイドライン等）） 
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他の研究事業等への申請状況（当該年度）                 （単位：千円） 

新規・継続 研究事業名 研 究 課 題 名 代表・分担等 補助要求額 所管省庁等 ｴﾌｫｰﾄ(%) 

継続 科学研究費

補助金 

無症候性脳梗塞・白質

病変に関するガイドラ

インの検証研究 

代表 3,800 文科省 5％ 

継続 厚生労働科

学研究費補

助金 長寿科

学総合研究

事業 

リハビリテーション患

者データバンクの開発

(H19-長寿-一般-028) 

分担 16,000 

（全体） 

厚労省 1％ 



 

研究費補助を受けた過去の実績（過去３年間）               （単位：千円） 

年 度 研 究 事 業 名 研 究 課 題 名 補 助 額 額 所管省庁等 

 

2006年度 

科学研究費補助金 

基盤研究（Ｂ）  

無症候性脳梗塞・白質病変に関するガイ

ドラインの検証研究 

8,000 

    

  

文科省 

        

 

2007年度 

科学研究費補助金 

基盤研究（Ｂ）  

無症候性脳梗塞・白質病変に関するガイ

ドラインの検証研究 

3,800 

    

  

文科省 

        

 

2007年度 

長寿科学総合研究事業 リハビリテーション患者データバンク

の開発(H19-長寿-一般-028) 

300 

 

厚労省 

        

2005年度 

 

 

2006年度 

長寿科学総合研究事業 

 

 

長寿科学総合研究事業 

高齢者の脳血管障害の進展予防を目 的

とした漢方薬によるテーラーメード医

療の開発 

高齢者の脳血管障害の進展予防を目 的

とした漢方薬によるテーラーメード医

療の開発 

1,600 

    

   

1,600 

厚労省 

 

        

 

 

2005年度 

戦略的創造研究推進事

業 

(独)科学技術振興機構・戦略的創造研究
推 
進事業（CREST）研究領域「テーラーメ
イド医療を目指したゲノム情報活用基
盤技術」（H14~H19）・研究課題名：「高
血圧関連疾患に関する多面的なゲノム
疫学研究」 
無症候性脳梗塞及びラクナ梗塞のコホ
ート研究（島根研究） 

11,180 JST(科学技術支

援機構 

 

2006年度 

 

 

 

2007年度 

戦略的創造研究推進事

業 

 

 

 

戦略的創造研究推進事

業 

(独)科学技術振興機構・戦略的創造研究
推 
進事業（CREST）研究領域「テーラーメ
イド医療を目指したゲノム情報活用基
盤技術」（H14~H19）・研究課題名：「高
血圧関連疾患に関する多面的なゲノム
疫学研究」 
無症候性脳梗塞及びラクナ梗塞のコホ

ート研究（島根研究） 
(独)科学技術振興機構・戦略的創造研究
推 
進事業（CREST）研究領域「テーラーメ
イド医療を目指したゲノム情報活用基
盤技術」（H14~H19）・研究課題名：「高
血圧関連疾患に関する多面的なゲノム
疫学研究」 
無症候性脳梗塞及びラクナ梗塞のコホ

ート研究（島根研究） 

 

10,400 

 

 

 

6,500 

科学技術支援機

構 

 

 

 

科学技術支援機

構 

 

 

 

 

 

 

 



III.  １）研究結果の概要        主任研究者 小林祥泰 
 

１）超急性期脳梗塞治療実態調査 

 t-PA 非投与群の非投与理由項目リストや t-PA投与チェックリスト、ASPECT

評価等を追加し、データ入力チエックやデータクリーニング機能、集計機能を

充実させた脳卒中データバンクの急性期脳卒中データベースV5.3 を作成し、ホ

ームページからダウンロード可能とした（図 1,2 に該当部分を示す）。これを用

いてすでに登録調査を実施中である。 

 

 図１：画像診断に ASPECT 等を追加   図２：rt-PA 非投与の理由記入項目等追加 

虚血性脳卒中で rt-PA 静注群と血栓溶解療法なし群の臨床データ脳卒中データ

バンクのデータで解析した結果を示す（表 1,2）。 

 

 

 

 

 

 

 

   

表２：両群の背景因子等の比較 

表 1：rt-PA 静注群と発症 2時間以内入院 

で通常治療群の病型別比較。 

 

 超急性期入院で通常治療群では rt-PA 静注群に比しやや高齢で発症前の障害

が少なく、入院時の NIHSS 重症度が 10 と rt-PA 群の 15 に比し有意に軽症で

あった。入院後症状進行は各々18％と 17％で差はなく、入院時血圧や入院日数

にも有意差はみられなかった。 

血栓溶解療法なし群
（発症2時間以内入院） tPA静注群 p値

n 5164 409

年令 72.5±12.3 70.9±11.7 0.0141

発症来院時間 1.13±0.54 1.03±0.58 0.0007

発症前mRS 0.72±1.27 0.34±0.85 ＜0.0001

退院時mRS 2.57±2.01 2.87±1.87 0.0035

入院時NIHSS 10.16±10.64 15.17±8.97 ＜0.0001

退院時NIHSS 8.53±12.85 10.10±12.80 0.0324

入院時収縮期血圧 159.6±29.1 157.3±29.3 N.S.

入院時拡張期血圧 86.4±17.5 87.1±18.9 N.S.

入院日数 33.10±57.10 35.34±37.72 N.S.



 また、棚橋紀夫らは脳梗塞超急性期におけるClinical-diffusion mismatch の

意義に関する研究を行い、血栓溶解療法の適応となりうる発症 3 時間以内の超

急性期脳梗塞症例 112 のうち前方循環領域の脳梗塞患者 85 例（男性：51 例，

女性：34例，平均年齢 74±10 歳）における clinical-diffusion mismatch（CDM）

と予後との関係の検討した．発症からMRI 撮像までの時間は 20-160 分（平均

102±20 分）であった．CDM 陽性群においては，t-PA 静注療法施行例は非施

行例と比較し発症 90日後の転帰（mRS）が良好であった．このことからCDM

陽性症例は急性期血栓溶解療法が有用であり t-PA 静注療法の良い適応になる

ことが明らかになった。 

 

２）救急隊による脳卒中病院前救護の有用性評価 

 国内外における Pre-hospital scale に関する文献で我が国の現状において適

切と考えられる pre-hospital  scale チェック項目の選定を行い，全国標準とな

るような簡易チェックリストの作成を進めている。今年度は、Kurashiki 

Pre-hospital Scale (KPS)を基本に救急隊が現場でチエック可能な基礎疾患や

発症からの時間、推定診断などを加えた暫定版 Izumo Pre-hospital Scale（図

３）を作成し、出雲消防署救急隊員に実際に使用して貰い有用性を評価した。

その結果、島根大学医学部附属病院に救急車で搬送された脳卒中疑いの 125 例

において、脳梗塞疑いが73例で正診率61％、脳出血疑いが19例で正診率58％、

くも膜下出血疑い 9例で正診率 67％であった。出雲消防署ではこのチエックリ

ストをエクセルでデータベース化して大学病院からの確定診断や rt-PA 治療の

有無などの情報を元に独自に解析している。当初は評価が難しい可能性も予想

されたこのチエックリストの実用性が高く、救急隊へのフィードバックおよび

救急隊の診断率向上を目指す研究に使える可能性が示唆された。 

 分担研究者の鈴木明文らは国民への啓発と病院前医療活動の整備を目的とし

て、県民講習会の開催と救急隊員の脳卒中病院前救護の研修を行い、成果を検

証した。2008 年 1月から 2009 年 3月の間に秋田県立脳血管研究センター（秋

田脳研）主催の県民講座を 4 回、秋田県の事業として開催した県民講座 7 回、

日本脳卒中協会が開催した県民講座 2回、計 13回の県民講座が開催された。内

容は脳卒中の病態、最新の治療法、治療成績を解説し、病因を説明して危険因

子への対応、予防法を示した。さらに、万一脳卒中らしいと判断したらすぐ病

院へ搬送してもらうよう啓発した。脳卒中らしいと判断する方法としてシンシ

ナティーの脳卒中スケール(CPSS)を教えた。講習の重点は「予防」と「脳卒中

と判断する方法」におき、rt-PA 静注療法の時間制限を説明して病院への迅速

な受診を強調して教えた。休曜午後 3回、平日午後 10回、全て異なる地域で開

催した。受講は計約 1800 名であった。さらに秋田県では県医師会が主催し日本



臨床救急医学会監修の PSLS(Prehospital Stroke Life Support)を開催した。ま

ず救急救命士 20 名を教育しインストラクターとした。2008 年 1 月から 2009

年 3月までに４回開催し救急救命士を含む救急隊員 112 名が受講した。 

 

図３：出雲消防署と共同研究を行っている Pre-hospital scale 

 

 

３）脳卒中連携パスの検証への応用への準備研究 

 急性期から回復期が連携している中村記念病院、連携パスの先進地域である

熊本市民病院ですでに脳卒中連携パスの電子化を行ってデータ集積中である。

病院連携の問題点を洗い出し、次年度以降の脳卒中データベースとリンクさせ

る研究の基礎作りを行った。 

 「脳卒中データベースと電子化された脳卒中地域連携パスとの情報共有に関

する研究」に関して、札幌市における中川原譲二分担研究者らの取り組みにつ

いて報告する。日本脳卒中協会脳卒中データバンク部門で運用されている脳卒

中データベースは、脳卒中の急性期医療に関する患者情報の登録がほぼ標準化

されており、全国 150 施設以上の急性期施設で使用されている。中村記念病院

では 2000 年 1 月から全ての急性期脳卒中患者が登録され、2008 年 11 月の時

点ですでに 8000 例以上が登録されている。現在、地域の急性期施設群（約 15

施設）で構成される札幌市脳卒中救急医療協議会では、この脳卒中データベー



スを各施設において運用し地域でのデータベースの構築を目指している。これ

によって地域における超急性期脳梗塞治療などの実態調査が可能となる。一方、

地域完結的な脳卒中医療を提供するためには、急性期病院と回復期病院や維持

期施設との後方連携が重要であり、患者の治療計画や診療情報の共有を目的と

する脳卒中地域連携パスが必要となる。本年 4 月から札幌市でも脳卒中地域連

携パスの運用が開始されているが、その特徴は①従来型の在院日数や治療法を

規定したパスではなく、転院時の診療情報提供 (医師、MSW、看護師、リハビ

リ技師、薬剤師が各々情報を一元的に提供) を主体としたパスで、②入院中に使

用される独自のパスには左右されず、③機能障害のレベル（FIM）に主眼を置く

ため全ての脳卒中病型に使用でき、④エクセルのマクロを使用した電子ファイ

ルとして作成された。現在、急性期施設群（約 15施設）と回復期・維持期施設

群（約 50施設）で構成される札幌市脳卒中地域連携パスネット協議会のもとで

運用が開始され、地域連携の進展が図られている。 

 さらに今年度は秋田県の大館地区で使用されているほぼ同様な連携パスを基

幹病院でファイルメーカーによりデータベース化してWeb経由で地域の施設か

ら入力できる簡便なシステムを開発した。来年度にこのソフトを大館地区で実

際に運用する実験を行う予定である。 

 

４）電子カルテ上の記載と脳卒中データベースの連携システム開発 

島根大学医学部附属病院の電子カルテに組み込むチェックリスト原案を作成し、

実際の電子カルテ端末を研究用に購入して電子カルテ上での操作性などの実験

を開始した。電子カルテ担当の住友電工と共同で患者情報や入退院年月日、時

間などの基本情報は自働取り込みとし、NIHSS や既往歴、基礎疾患その他の必

須入力項目を電子カルテにあるチエックリスト機能を用いて入力できるように

設定した。すでに電子カルテ記載時に試験的に入力を行っており、来年度には

このデータをテキストファイルで取り出して脳卒中データベースに半自動で読

み込むシステムを開発する予定である。その他に異なった電子カルテでの応用

を目指して富士通の電子カルテシステムを導入する熊本赤十字病院で同様の実

験を開始するために研究協力者の寺崎神経内科部長とシステム開発打ち合わせ

を行い予備実験用のカルテ情報書き出しソフト開発を行った。 

 さらに下記の心筋梗塞データベースの構築研究で国立循環器病センターの電

子カルテからのデータ読み込みソフトの開発も進行している。 

 

５）心筋梗塞症例データベース構築研究 

インターネットを用いた症例登録以外に、国立循環器病センター内の共通基盤

として施設内サーバーを用いた院内症例登録システム（図４）構築を検討し試



行を開始した。 

 
図４：電子カルテデータ読み込みを行う心筋梗塞症例データベース模式図 

 

                                                                                               

７．研究により得られた成果の今後の活用・提供 

 １）超急性期脳梗塞治療実態調査については脳卒中データバンクのデータベ

ースのバージョンアップが完成し参加施設で使用を開始したので、今後は自動

的に rt-PA 投与の実態が正確に掴めるようになる。現在、日本脳卒中協会で広

告機構を通じて脳卒中予防キャンペーンを行っているが、このキャンペーンの

効果で超早期に受診する患者が増加することが期待されている。脳卒中データ

バンクの活用、情報提供の一環として広告の前後の年度でこの効果を検証する

ことを予定している。また、脳梗塞でなぜ来院が遅れるのか、なぜ超早期に受

診しても rt-PA 投与に至らないのかなどの原因をこのデータから解析し、脳卒

中協会と連携した国民及び医療者側の啓発活動に活用していく。 

２）救急隊による脳卒中病院前救護の有用性評価については、救急隊で簡便に

使用できフィードバック可能な標準的 Pre-hospital Scale を作成し全国標準デ

ータベースとして提供できるようにする。患者の脳卒中病型や rt-PA 治療の有

無、予後などの情報をフィードバックすることにより、救急隊員の診断レベル

向上につながり実際にモチベーションが高まる。標準化により、訓練も全国的

に行えるようになり、都道府県を越えた比較が可能になる。とくに脳卒中では

rt-PA による治療効果をより高めるために病院前救護が重要であり、標準的評

価登録システム構築は極めて重要である。 

３）脳卒中連携パスについては地域別にかなり標準化が進んではいるが、まだ

まだ標準的な検証システムの構築までには遠い道のりである。内容的にはあま



り大きな違いはないが全国的に統一される動きは今のところ無いようである。

紙による運用を脳卒中急性期基幹病院のデータベースを元にインターネットの

Web 上で地域の施設がデータをやりとりできるシステムを開発すればどこでも

応用可能であり、標準化に向けて進む可能性がある。本研究では各々異なった

連携パスを取り込んで基盤となるシステムを開発し提供することを目指してい

る。 

４）電子カルテ上の記載と脳卒中データベースの連携システム開発についても

電子カルテそのものの構造が異なっており、数種類のソフトへの対応が必要で

ある。住電の電子カルテのようにチエックリスト形式で簡易なデータベース機

能をもつものではNIHSS などを組み込むのは比較的容易である。しかし、日常

業務の中でいかに手間を省き効率的に半自動的にデータベースに取り込めるか

が課題である。現在3カ所で異なった電子カルテシステムの中で実験中であり、

これが完成するとパッケージ化も可能となり全国的に普及可能となる。さらに

脳卒中協会が中心になって脳卒中対策基本法制定に向けた運動を行っているが、

これが実現すると、脳卒中診療拠点病院では脳卒中登録が必須化となる。これ

に備えて脳卒中データバンクの項目から必須項目だけを取り出して簡易化した

Web 版を開発して標準データベースとして提供する予定である。現在の脳卒中

データバンクの詳細なデータベースは病院のデータベースとして臨床研究にも

活用できるので、そこからWeb版に半自動でデータ転送が出来るシステムを来

年度以降に開発する予定である。 

５）心筋梗塞症例データベース構築研究については今年度に基本部分を作成し

た国立循環器病センター施設内サーバーを用いた院内症例登録システムおよび

インターネットを用いた Web 経由症例登録システムを用いて、平成 21 年度か

ら代表的循環器専門施設である榊原記念病院、国立循環器病センター、小倉記

念病院において、救急隊等と連携して、急性心筋梗塞の発症から医療機関への

搬送時間、各施設における超急性期治療内容と、院内アウトカムの情報を収集

するために作成したデータベースを用い、北海道、東北地区、東海地区、中国

地区など全国から代表的施設を選定し、情報収集を行う。 

 

８．研究の実施経過 

 脳卒中に関してはすでに 10年前に脳卒中データバンク構築研究を開始し、日

本脳卒中協会脳卒中データバンク部門としてデータ集積を継続しており、2月に

は 47000 例余の症例を解析した「脳卒中データバンク 2009」を発刊した。脳卒

中データバンクシリーズは日本人の脳卒中データブックとして 2003 年には

8000 例で発刊、2005 年には 16000 例で発刊しており、着実に実績を上げてい

る。これを元に急性期病院内だけでなく、病院前救護、退院後の連携パスまで



も含めた総合的脳卒中対策を目指して幅広い研究を実施している。 

 脳卒中対策基本法が実現すると、脳卒中診療拠点病院では脳卒中登録が必須

となるのでそこまで視野に入れて研究を実施している。連携パスに関する研究

などでは当初計画と若干異なった内容も含まれているが、各地区での事情の違

いを取り込むためには色々な連携パスについてフレキシブルなシステムを開発

した方がよいと考えたためである。電子カルテからのデータ取り込みシステム

についても同様で、当初は島根大学医学部附属病院と国立循環器病センターだ

けで開発予定であったが、熊本赤十字病院でも別会社による電子カルテ化が行

われるとのことで後から追加した。 

 救急隊による脳卒中病院前救護の有用性評価では出雲消防署との共同研究が

進んでおり、今年度に前述した「Izumo Pre-hospital Scale」のファイルメー

カーによるデータベース化とWebを介した消防署からの入力基本システムを開

発した。これから実際に実験を開始するがうまく行けば、他の消防署でも応用

してみる予定である。また、そのためには救急隊員に対する指導講習も必要で

あり、秋田ではシステマティックな教育システムを構築中である。 

 心筋梗塞についても標準化したデータベースシステムを構築し全国的にネッ

トワークを拡げることを目指して、データベースの基本システム構築は終了し、

臨床応用に向けて順調に進行している。ただこの標準データベースを全国展開

させるためのノウハウの研究が必要である。そのためにまず来年度から出来る

だけ研究協力施設を増やして実際の登録を数多く行い登録の実用性、集計解析

方法などを改良して行く予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



III ２）脳卒中急性期患者データベース改訂版（V.5.3）概要 

主任研究者  小林祥泰 島根大学医学部附属病院 

 

 実際の脳卒中急性期患者データベースの入力画面を紹介する。なお、この内

容は脳卒中データバンクホームページで見ることが出来る。 

まだ参加していない施設では是非ホームページを参照の上参加を検討して頂き

たい。古いバージョンを使っている施設では是非早めに新バージョンに更新し

て頂きたい。 

URL: http://cvddb.mde.shimane-u.ac.jp/ 

最新版はファイルメーカープロ 8.0 で作成されており、Windows、MAC いずれで

も作動する。ファイルメーカープロのソフトを持っていなくてもランタイム版

で作動する。ファイルメーカープロ 6.0 のユーザーのためにファイルメーカー

6.0でも動くバージョンも用意している。また、最新バージョンの 9.0でも変換

すれば問題なく作動することを確認している。詳細はホームページを参照して

頂きたい。 

 

図１：脳卒中データバンクのホームページ 



 

図２：脳卒中入院台帳のメニュー画面。症例入力を選ぶと以下へ続く。 

 

 

図３：基本情報画面 

患者個人情報と発症日時、入院日時、担当科などを入力する画面。必須項目は



青枠で囲んだ７項目である。（これは病院内で使用しているときの画面ですべて

の頁に患者を間違えないように ID，氏名も表示される。データバンク登録の際

には「提出用ファイル作成」メニューの実行で、このようにすべての個人情報

が自動的に削除される。生年月日も消去され年令が残るようにしてある。） 

 

 

図４：診断・病歴画面。 

発症型や既往歴、生活歴、基礎疾患、病歴などを入力する画面。ここで病歴を

入れると退院要約や紹介状に反映される。発症型の定義も掲載。ここまでは各

病型共通で、画像診断以降の入力は「脳卒中暫定診断」に脳卒中病型を入力す

ることにより該当する入力画面に飛ぶようになっている。暫定診断を入れない

場合は画像診断画面で病型を画面下のボタンから選択する。青枠の必須項目は

９項目である。 

 



 

図５：脳梗塞・TIAの画像診断入力画面。 

必須項目は４項目であるが、詳細入力できるように多くのオプションを用意し

ている。今回から ASPECTスコアや early CT signも追加した。病巣詳細入力を

クリックすると後述のビジュアル入力画面に飛ぶ。血管検査詳細も同様にビジ

ュアル入力画面である。Fazekas & PVH分類基準をクリックすると PVHの分類が

画像と共に表示される。狭窄度判定基準は血管狭窄度の判定を MRA と血管撮影

の両者を対比して画像で示している。オプションの SPECT 詳細は画像の上に部

位別に Diamox負荷前後の数値を入力できるようにしたものである。画面下の若

年者脳卒中患者オプションページというのは循環器病委託研究（峰松一夫主任

研究者）用に作成した追加項目で、特殊な脳卒中の入力が可能である。 

 



 

図６：脳梗塞・TIAにおける CT/MRIの画像所見詳細入力画面 

 

 

図７：脳梗塞における血管病変詳細入力画面 

 



 

図８：脳出血における画像診断入力画面 

脳梗塞よりも簡略化されている。必須項目は３項目。血管検査詳細は脳梗塞と

同様のビジュアル入力画面に飛ぶ。 

 

 



 
図９：くも膜下出血における入力画面（画像診断と治療入力画面） 

動脈瘤詳細は動脈瘤画像診断ボタンでビジュアル入力画面に飛び、画像上で入

力する。自動的にこの画面の項目にデータが入力される。必須項目は８項目で

あるが手術した場合は関連項目が必須となる。 

 



 
図１０：くも膜下出血の動脈瘤部位・形状の詳細入力画面（必須）。 

ここに入力すると、くも膜下出血入力画面に反映される。 

 



 

図１１：脳梗塞・TIAにおける治療入力画面 

V5.2 から rt-PA 治療関係の項目を追加した。必須項目は４項目であるが、t-PA

適応となる超急性期症例では t-PA関連項目も必須で５項目である。 

 



 

図１２： 脳出血における治療入力画面 

必須項目は２項目であるが、手術した場合は手術関係項目が必須となる。 

 



 

図１３：脳卒中スケール（JSS-NIHSS combined scale）入力画面。JSS-NIHSSを

プリントしてベッドサイドで評価し、ここへ入力すると次の画面のように自動

的に JSS と NIHSS が計算されて表示される。この画面から NIHSS 必要項目だけ

を入力することも可能である。（必須） 



 

図１４：NIHSSの表示画面。入院時と退院時の変化も計算されて表示される。 

NIHSS改訂版というのは最近報告された短縮版であまり使われていないが、クリ

ックすると別ページに計算結果が表示される。 



 

図１５：JSSの表示画面。面倒な JSSの計算も自動的に処理されるので極めて便

利である。入院時と退院時の JSS変化も表示される。 



 

図１６：退院時入力画面。 

ここで NINDS-IIIの確定診断と退院時の modified-Rankin scaleを入力する（必

須）。Rankinというボタンをクリックすると評価基準が表示され、その画面でも

入力可能である。確定診断の際に診断の手引きが利用できるようにこの画面に

移動した。診断の手引きに branch atheromatous disease(BAD)の扱いなどを掲

載している。動脈解離やもやもや病など特殊な原因もここで入力可能で検索を

容易にした。食事摂取や誤嚥性肺炎などの合併症も退院時情報として重要なの

で追加した。オプションとして Barthel Index（ADL評価）、JSS-M（運動機能障

害重症度スケール）、JSS-H（脳卒中高次機能スケール）、JSS-DE（脳卒中感情障

害（うつ・情動障害）スケール）も入院時、中間、退院時の３回分が入力可能

である。 

 



 

図１７：退院後予後の追跡調査用画面。１ヶ月から２年まで入力可能。 

画像も必要であれば入力可能。（オプション） 



 

図１８： Barthel Index入力画面（オプション） 

 



 

図１９：日本脳卒中学会の運動機能障害重症度スケール（JSS-M）入力画面も作

成してあり、片麻痺の詳細な変化をみたい時には有用。（オプション） 



 



 

図２０：日本脳卒中学会のうつ・情動スケール（JSS-DE）入力画面（オプショ

ン） 

 



 



 

図２１： 日本脳卒中学会の高次脳機能スケール（JSS-Higher Cortical Function）

入力画面（オプション） 

 



 

図２２： 神経心理検査入力画面（オプション） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



III  ３）出雲消防本部との病院前救護チエックリスト 

（Izumo Pre-hospital Apoplexy Scale）を用いた実用性評価研究 

    森脇英治、糸賀郁夫、梶谷貴志、浅津圭治、 

    高橋 淳、石飛恭助：（出雲市消防本部） 

    研究協力者  飯島献一 島根大学医学部附属病院  

           卜蔵浩和 島根大学医学部附属病院  

    主任研究者  小林祥泰 島根大学医学部附属病院 

    分担研究者  山口修平 島根大学医学部内科学第三 

 

目的 

2005年 10月、脳梗塞患者に対する rt-PAによる治療が保険適応となり、脳卒中

の初期診療は以前にも増して”迅速さ”が求められるようになった。 

しかし、全国的に脳梗塞急性期の血栓溶解療法における病院前救護に関するデ

ータが少なく、いかに rt-PA 適応患者を選別して脳卒中専門医療機関へ搬送す

るかという点に関しての現場での研究が遅れている。そこで、救急隊の評価能

力向上に向けての試みも含め、島根大学医学部附属病院神経内科と共同で脳卒

中診断のための評価表を基に患者搬送にあたり、病院からのフィードバック情

報を元にその検証を行った。 

 

対象及び方法 

対象は島根大学医学部附属病院に救急車で搬送した脳卒中疑い患者 125 名であ

る。内訳は脳梗塞疑い 73名、脳出血疑い 19名、くも膜下出血(SAH)9名、病型

不明 24名である。病院前救護チエックは「Izumo Pre-hospital Apoplexy Scale」

（図 1）を用いた。これは木村和美らの作成した Kurashiki Pre-Hospital Scale

を基本として、その他に病院からのフィードバック情報と照合するために、診

断に役立つ患者情報や rt-PA 適応を判断するための現場での病型診断などを加

えたものである。データは出雲市消防本部で「Izumo Pre-hospital Apoplexy 

Scale」をエクセルでデータベース化して入力し、集計を行った。 



 

図１.今回用いた病院前救護チエックリスト 

 

図 2：出雲消防本部で作成したエクセルによるデータベース 

「Izumo Pre-hospital Apoplexy Scale」には最低限の脳卒中の危険因子や特徴



的な症状などを評価する項目が含まれており、米国でのシンシナティスケール

などに比して難易度が高い可能性がある。そこで事前に専門医が出雲消防署に

おいてこのスケール記載のための講習を行った。（図３） 

 
図３：出雲消防署における病院前救護スケールの講習会風景 

 

結果 

「Izumo Pre-hospital Apoplexy Scale」の記載は全項目に渡り殆ど問題なく実

施可能であった。まず、救急隊員による脳卒中の正診率を図４に示す。正診率

は 74％と良好であった。 

 

図４： 

次に脳梗塞と脳出血の正診率を図 5 に示す。脳梗塞の正診率は 61％とやや全体

よりも低く脳出血などとの鑑別が難しい例があることを示している。脳出血で

も 58％とやや低く、やはり脳梗塞との鑑別が難しい例が多いことを示している。 



 

図５：脳梗塞と脳出血の正診率 

くも膜下出血においては図 6 の如く正診率は 67％と比較的高く、典型的な発症

例が多かったことを示唆している。病型不明とされた群でも 42％が脳卒中であ

った。 

 

図６：くも膜下出血の正診率と病型不明群の中での脳卒中正診率 

 

 

考察 

救急隊員として現場における迅速な評価能力の重要性を再認識させられたこと

は大きな成果である。チエックリストにはかなり専門的な知識を要する項目も

あるが事前の講習で十分対応可能であった。正診率がまだ低いのでこの向上に

向けて努力する取り組みが必要である。しかし、病院から確定診断や rt-PA 治



療有無、予後などの診断情報をフィードバックして貰うことにより、正診率向

上に向けて取り組む動機付けが出来たことは大いに評価できる点である。さら

に経験を積むことによりこのスケールの有用性が高まっていくものと考えられ

る。この取り組みを大学病院だけでなく脳卒中を扱う基幹病院全体に拡げてい

くことが必要である。また、rt-PA治療を普及させるためには一般市民へ脳卒中

に対する知識の周知も重要である。 
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急性期脳卒中患者データベースと医療機関の電子カルテとの関係に関する研究 

東海大学医学部基礎医学系 医療情報学  

分担研究者  大櫛陽一 

 

 JSSRSにおける急性期脳卒中患者データベースと医療機関の電子カルテとの関

係を研究した。現状では、医師は二つシステムにデータ登録を行う必要がある

ため、入力時間の確保が大変となっている。従って、一度登録したデータを両

方のシステムで利用出来ることが望ましい。しかし、二つのシステムを統合す

るには、次のような問題が明らかになった。１）コード体系が異なるため接続

するにはコード変換が必要である、２）各医療機関での電子カルテの使用が異

なるためコード変換テーブルを個々の医療機関ごとに用意する必要がある、３）

JSSRS では専門的なデータ項目が多く存在するが医療機関の電子カルテには入

力出来ない、４）コンピュータウィルスの問題や医療機関での管理上の問題が

あるため JSSRS から医療機関の電子カルテへのデータ転送は慎重に行われる必

要がある。このため、まずは JSSRS と島根大学医学部附属病院の電子カルテ接

続をモデルとして検討することとした。この時、電子カルテに登録されている

患者個人情報などのデータをダウンロードして JSSRS に電子的に登録されるよ

うにすることを第１段階の目標とした。 

 次に、二つのシステムに登録されたデータの医学研究への利用について検討

した。医療機関の電子カルテは、診療の効率化に役立つことは論を待たないが、

医学研究に使うには次のような問題がある。統一されたプロトコルの元で行わ

れた結果ではないため、１）交絡因子が多い、２）データ項目に抜けが多い、

３）アウトカムの評価が十分ではない、４）コントロールデータが存在しない、

などである。交絡因子に対しては多変量解析を用いることによりある程度の解

決が可能であるが、データの抜けがあると使える症例数が極端に落ちてしまう。

これに対して、JSSRSでも診療データであるため交絡因子は多いが、データ項目

が統一されているため抜けは少ない。アウトカム評価についても、modified 

Rankin Scale、JSS、NIHSS という日本及び世界的に確立された臨床指標が登録

されている。無作為化対照試験(RCT)ではないため、コントロールデータについ

ても問題は残されている。今回、脳卒中に対する高血圧と高脂血症のリスクに

ついて、一般市民の健診データをコントロールデータとして用いる試みを行っ

た。JSSRSの症例と性別および年齢をマッチングさせたデータを健診データから

抽出して、症例対照研究を実施した。その結果、多くの興味有る結果が得られ

た。 
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島根大学医学部附属病院電子カルテにおける急性期脳卒中患者データベースと

の連携試行研究 

    分担研究者 山口修平 島根大学医学部内科学第三教授 

 

研究要旨 

 電子カルテシステムからデータベースへの患者情報の登録を容易に行うため、

まず電子カルテのテンプレートを作成し、カルテからの書き出しおよびデータ

ベースへの読み込みソフトを完成した。このことで、脳卒中データベースへの

入力を効率的かつ正確に行うことが可能となった。 

研究目的 

 本研究は、2002 年に完成し現在全国 150 施設以上で使用されている脳卒中デ

ータベースをさらに充実させ、実践的で使いやすいものにするために、現在稼

働している病院の電子カルテシステムから脳卒中データベースへの患者情報の

登録をスムーズに行えるコンピューターソフトを開発することを目的とした。 

研究方法および結果 

 島根大学医学部附属病院の電子カルテシステムに、脳卒中データベースに必

要な項目を記入するテンプレートを作成した。このテンプレートには診断、病

歴、臨床所見（NIHSS scale）、画像所見、t-PA を含む治療情報など、入院時に

記載できる項目を含んでいる。また退院時情報を記入するテンプレートも作成

し、ADL評価、臨床所見に関する情報を入力できるようにした。テンプレートは

エクセルで作成し、電子カルテシステムに組み込んだ（2008年 12月に完成）。 

 その後、テンプレート内の情報と患者基本情報（年齢、性別等）を CSV ファ

イルに書き出すソフトの作成を、電子カルテ担当東芝住電医療情報システムズ

に依頼し、2009 月 3 月中旬に完成した。このソフトは任意の期間に入院した全

ての患者を同時に処理することが可能で、時間と労力の節約となる。さらに書

き出した CSV ファイルを、脳卒中データベースに読み込むためのソフト作成を

サンフュージョンズに依頼し、ほぼ完成したところである。 

 これらのソフトの完成により、脳卒中データベースへの入力作業の大幅な省

力が可能となり、誤入力や入力漏れを防ぎデータベースの精度の向上に貢献で

きる。 

（倫理面への配慮） 

 病院の電子カルテシステムからの情報の書き出し、および脳卒中データベー

スへの書き込みには個人情報の移動がある。しかし脳卒中データベースは stand 

alone形式であり、全国データベースへのデータ提出時には自動的に個人情報が

消去され暗号化されて送付されるので個人情報流出は起こらない。 

考察 



 脳卒中データベースは日本脳卒中協会で運用されており、全国 150 施設以上

で使用されている。そして各施設からの登録はすでに約 50000 例に達し、その

データ解析も進行している。一方、近年多くの病院で電子カルテシステムが普

及しており、患者の病歴情報、時間情報や検査、治療情報が電子化されている。

このように脳卒中データを正確かつ容易にデータベースに取り込むことが可能

となる基盤が出来ている。したがって今回のデータ転送システムの開発は、そ

れを実現する上で重要な貢献をするものと考えられる。実際に、電子カルテの

テンプレートに記入される症例はすべて脳卒中症例であることから、ある期間

の脳卒中入院症例のテンプレートをすべて書き出すことは瞬時に可能である。

そしてデータを脳卒中データベースに正確に移すことも極めて短時間で行える。

今後は、島根大学病院以外の施設で使用している電子カルテシステムにも使用

可能な、汎用性のあるシステムに改良していくことが課題である。 

結論 

 島根大学医学部附属病院の電子カルテに脳卒中症例用のテンプレートを作成

し、脳卒中データベースに患者情報を転送できるシステムを開発した。このこ

とで、脳卒中データベースへのデータ入力を容易に短時間でかつ正確に行える

ようになった。 
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脳梗塞超急性期における Clinical-diffusion mismatchの意義に関する研究 
 

研究分担者  棚橋 紀夫 埼玉医科大学国際医療センター神経内科教授 

 

研究要旨 

血栓溶解療法の適応となりうる発症 3時間以内の超急性期脳梗塞症例 112のう

ち前方循環領域の脳梗塞患者 85例（男性：51例，女性：34例，平均年齢 74±10

歳）における clinical-diffusion mismatch（CDM）と予後との関係の検討した．

発症から MRI撮像までの時間は 20-160分（平均 102±20分）であった．CDM陽

性群においては，t-PA静注療法施行例は非施行例と比較し発症 90日後の転帰

（mRS）が良好であった．このことから CDM陽性症例は急性期血栓溶解療法が有

用であり t-PA静注療法の良い適応になると考えられた。 

 

 

研究目的 
近年超急性期脳梗塞における血栓溶解療法の適応選択に CTやMRIを用いた

diffusion-perfusion mismatch（以下 DPM）を含めたパラメーターの評価や予後予
測などの臨床的検討がなされている．しかし超急性期の灌流画像による脳血流

評価は少なからず時間を要し，限られた施設でしかできないのが現状である．

そこで臨床症状とMRI所見との解離を表す clinical-diffusion mismatch（以下
CDM）を指標とした発症 3時間以降の超急性期血栓溶解療法における適応症例
選択が注目されている．今回我々は血栓溶解療法の適応となりうる発症 3時間
以内の超急性期脳梗塞症例における CDMと予後との関係の検討した． 
研究方法 

2007年 4月から 2008年 11月までに発症 3時間以内に来院した超急性期脳梗
塞患者 112例のうち，頭部MRI 拡散強調画像（DWI）・MRAを施行した前方循
環領域の脳梗塞患者 85 例（男性：51 例，女性：34 例，平均年齢 74±10 歳）を
対象とした．発症から MRI 撮像までの時間は 20~160 分（平均 102±20 分）で
あった． Teiら 5)の CDMの定義を参考に，ASPECTSの 10領域に大脳白質を加
えた 11 領域に分けて虚血範囲を定量化した ASIST-Japan の提唱 10)する

ASPECTS-DWI（ASPECTS-DWI は 8 点以上が MCA 領域の 1/3 以下に相当する
とされている）を使用し，CDM陽性を NIHSS score≧8かつ ASPECTS-DWI≧8
とし，CDM陰性をNIHSS score≧8かつASPECTS-DWI＜8，その他をNIHSS score
＜8の 3群に分類した．すなわち、以上の分類は、CDM陽性は DWIでの異常信
号域に比し神経学的所見が重度、CDM 陰性は DWI での異常信号域も広範かつ
神経学的所見も重度、およびその他は DWI所見も神経学的所見も軽症であるこ



とを意味している。 
研究結果 

１）CDMと予後および脳主幹動脈病変との関連 
CDMと予後および脳主幹動脈病変との関連を表 1に示す．CDM陽性群は 35
例（NIHSS score：中央値 13）であった．そのうち 25例にMRAで主幹動脈病変
を認めた．t-PA静注療法は 35例中 11例（NIHSS score：中央値 13）に施行し，
発症 90日後のmodified Rankin Scale（mRS）は t-PAを施行しなかった 24例（NIHSS 
score：中央値 12.5）と比較し明らかに良好であった．CDM陰性群は 24例（NIHSS 
score：中央値 20）であり，全例にMRAで主幹動脈病変を認めた．また 24例中
2例（NIHSS score：中央値 16）に t-PA静注療法を施行し，発症 90日後の mRS は
t-PA静注療法施行例，非施行例（NIHSS score：中央値 20）ともに不良であった．
その他群は 26例（NIHSS score：中央値 5）であり，そのうち 9例にMRAで主
幹動脈病変を認めた．26例中 5例（NIHSS score：中央値 6）に t-PA静注療法を
施行し，発症 90日後の mRS は t-PA静注療法施行例，非施行例（NIHSS score：
中央値 4）とも良好であった．またその他群は全例 ASPECTS-DWI≧8であった． 
2）入院時 NIHSS scoreおよび ASPECTS-DWIとMRA所見との比較 
入院時 NIHSS scoreおよび ASPECTS-DWIとMRA所見との比較を表 2、表 3
に示す．NIHSS score≧21の症例は全例に主幹動脈病変を認めた．逆に NIHSS 
scoreが 1-5の症例は 24%に認められ，NIHSS scoreの増加に伴い主幹動脈病変が
多く認められた．また ASPECT-DWIでは ASPECTS-DWI 7以下の症例は全例に
主幹動脈病変を認めが，ASPECTS-DWI 11の症例も 45%に主幹動脈病変を認め
た． 
D.考察 

今回我々は発症 3時間以内の超急性期脳梗塞症例でのCDMについて検討した．
これまで CDM の検討として過去の報告は Davalos ら 7)は発症 12 時間以内，
DEFUSE6)は 3~6 時間であり，発症 3 時間以内の脳梗塞超急性期症例に対して
CDMを用いた血栓溶解療法適応選択についての十分な検討はなされていない． 
（１）CDMと予後 
今回の検討から CDM陽性群においては，t-PA静注療法施行例は非施行例と比
較し発症 90日後の転帰（mRS）が良好であった．このことから CDM陽性症例
は急性期血栓溶解療法が有用であり t-PA 静注療法の良い適応になると考えられ
る．また臨床的に重症であり梗塞巣も広範である CDM 陰性例では t-PA 静注療
法施行例，非施行例ともに発症 90日後の転帰が不良であり，CDM陰性例は t-PA
静注療法の適応にはならないと考えられた．逆に臨床的に軽症であり梗塞巣も

小さいその他群では t-PA静注療法施行例，非施行例とも発症 90日後の転帰が良
好であった． 



 

表１． CDMと予後および脳主幹動脈病変の関係 

 

 

表２．入院時 NIHSS scoreと脳主幹動脈病変の関係 



 

表３． 入院時 ASPECTS-DWIと脳主幹動脈病変の関係 

 

（２）NIHSS scoreおよび ASPECTS-DWIとMRA所見との関連 

NIHSS score≧21の症例は全例に主幹動脈病変を認めた．逆に NIHSS scoreが

1-5の症例は 24%に認められ，NIHSS scoreの増加に伴い主幹動脈病変が多く認

められた．このことから NIHSS scoreが高くなると主幹動脈病変の合併率が高い

ことが示された． 

また ASPECTS-DWIと主幹動脈病変との関係は，ASPECTS-DWIが 7以下の

症例はすべてMRAで主幹動脈病変を認めたが，ASPECTS-DWIが 11の症例に

も 45%にMRAで主幹動脈病変を認めた．この原因として発症から DWI撮像ま

での時間が短い場合には，たとえ主幹動脈病変を認めてもまだ細胞性浮腫が生

じていないため DWIで高信号を指摘できない 15)ことや，また主幹動脈病変を認

めても側副血行路が発達している場合には DWIでの異常が見られないことなど

が考えられた．さらに CDM陽性と DPMとを比較すると CDM陽性群 9例のう

ち 4例が DPMを認めず，CDMと DPMには解離が認められた．また CDM陽性

群は感度（sensitivity）56％，特異度（specificity）88%，陽性的中率（Positive Predictive 

Value）83％，尤度比（likelihood ratio）1.96であった．  

Ｅ．結論 

① 超急性期脳梗塞症例での CDMは t-PA適応判定および予後の評価に有用と考

えられる．  

② CDM所見とMRA所見（頭蓋内主幹動脈病変の有無）を組み合わせることに

より，超急性期脳梗塞症例での t-PA静注療法適応判定をより正確に行うこと

が可能であった。 
G. 研究発表 

1. 論文発表 なし 



2. 学会発表  

 出口一郎、棚橋紀夫、脳梗塞超急性期における Clinical-diffusion mismatchの意

義に関する研究。35回日本脳卒中学会総会、島根、2009年 3月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



急性心筋梗塞、脳卒中の急性期医療におけるデータベースを用いた医療提供の

在り方に関する研究 

研究分担者 横山広行 国立循環器病センター 心臓血管内科 緊急治療科医長 

            高山守正 榊原記念病院 心臓内科部長 

       安本 均 小倉記念病院 心臓内科主任部長 

研究要旨  

広く多施設で悉皆的な疾病登録システムとして、データベースを構築するには、

施設内にある既存の情報管理システムと連動した情報抽出方法を開発する必要

である。 

Ａ．研究目的 

急性心筋梗塞の治療プロセスや超急性期医療体制を評価するには疾病の重症度、

治療成績の全国規模での登録が必須である。本研究では全国規模での疾病登録

システムとしてデータベース構築するために、多くの施設で現実可能な方策を

立案する。 

Ｂ．研究方法 

医療機関の情報管理における IT化の進歩と、電子カルテ・オーダリング等の施

設内情報管理システムの運用が広まっている。分担研究として初年度は、国立

循環器病センター内の共通基盤として施設内サーバーを用いた院内症例登録シ

ステムを構築し現実的活用性を検討する。 

（倫理面への配慮） 

日常診療で収集される情報を、後ろ向きに抽出、セキュリティを厳重に管理し

て非連結匿名化したデータセットとして取り扱う。 

Ｃ．研究結果 

初年度は、施設内で利用されるオーダリングや患者基本情報管理システム、病

名管理システムなど既存の上位システムと連動した情報抽出と指定フォーマッ

トによる取込みを実施するデータ登録システムの開発、試行を開始した 

Ｄ．考察 

今後、日本中の多くの施設での登録が実現可能なシステムを提言するためには、

各施設で利用されるオーダリング、患者基本情報管理システム、ICD 名称での

病名管理システムなどの既存上位システムと連動した情報抽出システムの開発

が必要である。 

Ｅ．結論 



 他施設での疾病登録システムには、インターネットを用いた web 登録や統一

フォーマットで作成した入力ソフトの配布などの方法があるが、より広く、悉

皆的な情報抽出と登録を実施するには、施設内の既存システムと連動した情報

抽出方法の開発が必要である。 

Ｆ．健康危険情報 

Ｇ．研究発表 

Yokoyama H, et al. The Gender Difference of In-Hospital Mortality among Patients 
with Acute Myocardial Infarction in Japan. 第 73回日本循環器学会総会 2009 大阪.  

Yokoyama H, et al. International Comparison of Clinical Use of Inotrope and 

Vasodilator Therapy for Acute Decompensated Heart Failure. ESC Heart Failure 

Congress 2008. Milan. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  院内疾病登録システムを開発中 

 

 

   

 

 

 



データベースを用いた脳梗塞超急性期医療の推進に関する研究 

     研究分担者 鈴木 明文  秋田県立脳血管研究センター 副センター長  

  研究協力者 吉岡 正太郎 秋田県立脳血管研究センター 脳卒中診療部 

       佐々木 正弘 大館市立総合病院      脳神経外科部長 

研究要旨：脳梗塞超急性期の rt-PA（アルテプラーゼ）静注による血栓溶解療法

について、発症から 3 時間以上を経過して病院へ到着する等の理由で適応外に

なる患者が多い現状から国民への啓発活動と病院前医療活動の推進について研

究した。  

Ａ．研究目的 

2005年 10月 11日我が国でも脳梗塞超急性期治療として rt-PA（アルテプラーゼ）

静注による血栓溶解療法（rt-PA静注療法）が承認され、3000例以上を目標に全

例の使用成績調査が行われ、中間集計から 2年間で 8334例に使用されたと推定

されている。発症から 3時間以上を経過して病院へ到着する等の理由で rt-PA静

注療法の適応外になる患者が多い現状である。国民への啓発と病院前医療活動

の整備が重要であるが、この点に関して脳卒中死亡率トップの秋田県における

取り組みを調査した。 

Ｂ．研究方法 

      県民の啓発活動に関して秋田県内で開催した脳卒中に関する県民講座の実

績を調査した。病院前医療活動に関して救急隊員への脳卒中病院前救護に関す

る研修コース開催の実績を調査した。 

   （倫理面への配慮） 

     調査にあたっては個人情報保護を厳守した。 

    Ｃ．研究結果 



１．県民講習会の開催 

2008年 1月から 2009年 3月の間に秋田県立脳血管研究センター（秋田脳研）主

催の県民講座を 4 回、秋田県の事業として開催した県民講座 7 回、日本脳卒中

協会が開催した県民講座 2回、計 13回の県民講座が開催された。内容は脳卒中

の病態、最新の治療法、治療成績を解説し、病因を説明して危険因子への対応、

予防法を示した。さらに、万一脳卒中らしいと判断したらすぐ病院へ搬送たら

すぐ病院へ搬送してもらうよう啓発した。脳卒中らしいと判断する方法として

シンシナティーの脳卒中スケール(CPSS)を教えた。講習の重点は「予防」と「脳

卒中と判断する方法」におき、rt-PA 静注療法の時間制限を説明して病院への迅

速な受診を強調して教えた。休曜午後 3回、平日午後 10回、全て異なる地域で

開催した。受講は計約 1800名であった。 

２．救急隊員の脳卒中病院前救護の研修 

秋田県では県医師会が主催し日本臨床救急医学会監修の PSLS(Prehospital Stroke 

Life Support)を開催した。まず救急救命士 20名を教育しインストラクターとした。

2008年 1月から 2009年 3月までに４回開催し救急救命士を含む救急隊員 112名

が受講した。内容は秋田県の実情に合わせた実践的なものとし、最後に同時に

脳卒中初期診療を研修している医師・看護師との合同研修を行って、お互いの

理解を図った。 

Ｄ．考察 

秋田県では 2008 年から rt-PA 静注療法の普及に向けて県民への啓発、脳卒中病

院前救護の質の向上を目指して活動を始めた。この成果は今後の研究の継続で

評価していく。県民への啓発に関しては講座形式で詳しく解説し教示すること

は必要ではあるが、受講者数を考慮すると広く繰り返し周知を図るマスメディ

アを利用した方法が望ましい。病院前医療活動の充実は今後も研修を継続する

ことにより推進出来るが、rt-PA 静注療法に関する病院情報の開示、救急隊と病

院救急部門との患者情報の伝達方法に関するコンセンサス作りが必要になる。

そのためには県ＭＣ協議会、県内病院救急部門への働きかけが必須である。 

Ｅ．結論 



脳梗塞超急性期医療を推進するため秋田県では県民の啓発、病院前救護活動の

充実について活動が始まった。今後の成果によりこれら活動の有効性を評価し

なければならないが、今後は病院側の整備を具体的に図る必要がある。 

Ｇ．研究発表 

鈴木明文：急性期脳血管障害の治療。急性期外科治療。内科 101: 882-886, 2008. 

鈴木明文：SICUや SUなどの脳卒中専門の治療病棟の有効性。EBNURSING 8: 

48-55, 2008. 

 



 


